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受 理 番 号 ・ 受 理 

年 月 日 及 び 件 名 

 陳情第145号（４.６.６） 

 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のための2023年度政府

予算に関する意見書提出を求める陳情 

陳 情 の 要 旨 下記事項について、地方自治法第99条の規定に基づき国の関係機関へ

意見書を提出すること。 

１．中学校・高等学校での35人学級を早急に実施すること。また、更な

る少人数学級について検討すること。 

２．学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため、加配の増員や

少数職種の配置増など教職員定数改善を推進すること。 

３．自治体で、国の学級編制標準より引き下げた「学級編制基準の弾力

的運用」の実施ができるよう、加配の削減は行わないこと。 

４．教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担

制度の負担割合を堅持すること。 

陳 情 者 の 住 所 

及 び 氏 名 

神戸市中央区 

  神戸市教職員組合 

   執行委員長 柴田 健太郎 

送 付 委 員 会  教育こども委員会 
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